沖縄県泡瀬（あわせ）干潟埋立公金支出差止等請求事件
◆概要

第一審　平成20年11月19日判決
控訴審　平成21年10月15日判決
確定
原告　沖縄県及び沖縄市の住民

被告　沖縄県知事、沖縄市長

◆中城湾港（泡瀬地区）公有水面埋立事業・臨海部土地造成事業
・泡瀬地区について　スライド3参照
埋立地及びその周辺海域は、約265haの干潟（泡瀬干潟）及び約353haの藻場が大規模に存在する浅海域となっており、海藻草類、底生生物及びトカゲハゼ等の生息・生育の場となっているとともに、干潮時には多くのシギ・チドリ類が飛来し、良好な採餌、休憩の場ともなっている。

・事業について　スライド4,5参照
事業者は、沖縄総合事務局と沖縄県。
泡瀬干潟とその周辺海域の公有水面合計約187haを埋め立てる。その際、隣接する新港地区の整備時に発生する浚渫土砂を利用する（総合事務局の企図でもある）。

埋立ては、海岸線を残すことができる出島形式とした。
総合事務局は事業者として、環境影響評価に向けた調査を平成5年から開始し、本件埋立事業の環境影響評価手続きを行った。（公有水面埋立に関する省令（平成10年）及び環境影響評価法（平成11年施行）に基づく。）
平成12年3月、総合事務局は沖縄県に対し環境影響評価書を提出した。

平成12年12月、沖縄県（中城湾港管理者）は沖縄県（事業者）に対し、埋立事業について免許を付与し、総合事務局（事業者）に対し、埋立事業について承認した。
埋立事業は2つのブロックに区分して（第Ⅰ区域約96ha、第Ⅱ区域約91ha）計画されており、平成14年から第Ⅰ区域の工事に着手した。　スライド6参照
埋立完了後は、総合事務局は沖縄県に管理委託・売却する。沖縄県は造成後に沖縄市へ一部売却し、沖縄県と沖縄市が基盤整備事業を担当する。という計画であった。
平成19年、沖縄市長（平成18年より新市長就任）は、①第Ⅰ区域は、今後の社会経済状況を見据えた土地利用計画の見直しを前提に推進せざるを得ないと判断した、②工事着手前である第Ⅱ区域の現行計画については、推進は困難と判断した。しかしながら、具体的な計画見直しが必要と考えているなどとする方針を表明している。
◆原告の主張
・環境影響評価に問題がある
…本件環境影響評価が調査、予測、評価及び環境保全措置のいずれにおいても杜撰であり、法が要求する環境影響評価がされたと評価できるものではない。
・本件埋立事業等に関する財務会計上の行為が違法である

…事業は経済的合理性を欠いており、必要最小限度を超える予算支出を禁じた地方自治法2条14項及び地方財政法4条、国土の適正かつ合理的利用と、環境保全に配慮を求めた公有水面埋立法4条1項に違反する。
以上を主張して住民訴訟を提起した。
○請求は、
①沖縄県知事に対して、本件事業に関して、一切の公金の支出、契約の締結、または債務その他の義務の負担の差止（地方自治法242条の2第1項1号に基づく）
②前知事と国に対し、20億円などの損害賠償請求するように沖縄県知事に請求した（同項4号に基づく）
③沖縄市に対し、本件東部海浜開発事業に関して、一切の公金の支出、契約の締結、または債務その他の義務の負担の差止（同項1号に基づく）
◆被告の主張

・環境影響評価手続きは適切にされた。

手続きを行うに際し、いかなる調査方法等を採用するかは、当該事業の目的、経費の額等の諸事情の下において、社会通念に従って決定されるべきものであるから、第一次的には、当該事業を執行する行政機関の社会的、政策的又は経済的見地からする裁量にゆだねられていると解するのが相当である。調査方法等については様々な考え方があり、原告らが主張する調査方法等を採用しなければ手続きが違法になるというものではない。

・経済的合理性はある

埋立事業等の目的は、沖縄県本島中部圏東海岸地域の中核を担う沖縄市の泡瀬地区に、集客性の高い観光・リゾートや商業などの都市機能が集積した拠点地区を形成し、新たな雇用の場を確保し、地域の活性化を図り、県土の均衡ある発展に資することである。また、埋立事業は、出島方式を採用することによって、計画全体で82%の干潟が残る計画内容となっている。そのため、環境保全への配慮は行われている。
◆判決

・口頭弁論終結日までに終了した本件埋立事業に関する、一切の公金の支出、契約の締結、または債務その他の義務の負担の差止を沖縄県知事、沖縄市長に求める部分を却下する
・沖縄県知事、沖縄市長は、本件埋立事業に関して、本判決確定時までに支払い義務が生じたものならびに調査費及びこれに伴う人件費を除く一切の公金の支出、契約の締結、または債務その他の義務の負担をしてはならない

＊沖縄県知事に対して、前県知事及び国に対する損害賠償請求を求める部分を棄却する（1審）
◆判旨

1 本件埋立免許及び承認の適法性について
・環境影響評価の適法性
環境影響評価には、不十分な点が散見されるにしても、これが環境影響評価法及び省令に違反する違法なものであるとまでは言えない。

・埋め立て事業の合理性について

宿泊需要の予測等は、統計データやリゾート開発計画に関する調査報告書を踏まえた予測結果など、一応の根拠となる資料を基に算出されている。平成12年の埋立免許及び承認の時点において、経済的合理性を欠くものであったとまでは言うことができない。
・公有水面埋立法について　スライド8参照
環境影響評価が違法であるとまでは言えず、埋立事業が経済的合理性を欠くものであったとまでは言えない以上、埋立免許及び承認が、公有水面埋立法4条1項各号の要件を欠く違法なものであったとは言えない。
⇒請求②の県知事の損害賠償請求義務は認められない。
2 （現在の）財務会計行為の適法性について　　軽く
・差止の可否
現時点においては、第Ⅱ区域はもとより、第Ⅰ区域についても、経済的合理性の調査・検討がなされていない以上、今後策定される予定の土地利用計画を前提として、本件埋立免許及び承認の変更許可が得られる見込みがあると判断することは困難である。そうすると、控訴人らは、裏付けとなる法律上の根拠が得られる見込みが立っていないのに、本件埋立事業等を推進しようとしていると評価せざるを得ないから、本件埋立事業に係わる財務会計行為は、予算執行の裁量権を逸脱するものとして、地方自治法2条14項及び地方財政法4条1項に違反なものというべきである。
既に終了（口頭弁論終結日）した財務会計行為については、訴えの利益が無いから不適法であるため却下する。

以上、1審、2審判例より
◆評釈

「この訴訟では、本件埋立・開発が経済的に合理的なものであるか否かということ、及び本件埋立てが環境保全に十分配慮されたものであるか否かということが、主要な争点になった。」（黒川,2009）

沖縄県の経済は公共事業にも依存しており、今回の事件を例に、沖縄県の公共事業の経済的合理性について楠氏(2011年)が論じている。事業の経済的合理性の欠如を、差止請求については認め、損害賠償請求については否定しており、この両者の違いを決定づけたのは、沖縄市長による「事業計画の見直し」宣言であった、と指摘している。この判決は、沖縄振興政策による公共事業の土地利用計画の杜撰さや「無駄遣い」を指摘し、今後の政策に影響を与える可能性があると楠氏は述べている。 

●環境影響評価について

1審「事業者が環境影響評価を実施するにあたって、調査、予測及び評価の具体的な方法を決定することについては、本件省令の規定を踏まえつつ、事業者の自主的な判断にゆだねられているものと解される。…免許を行う者は、当該免許等に係わる基準と上記環境保全に関する審査の結果を併せてその許否等の判断を行うものとされている。」
2審「予測には一定程度の不確実性を伴うことが避けられない。そうすると、当初の環境影響評価では予測されていなかった結果が後に発生したからといって、直ちに当該環境影響評価が違法であったということにはならない。」
1審について「（判決は）環境アセスメントは、許認可等に際しての環境配慮のための環境情報形成プロセスでしかないとする理解である。したがって、環境アセスメントに非合理性があってもそれ自体で直ちに違法となるのではなく、許認可等行政庁によってアセスメントの内容・結果も含めて総合判断されるプロセスに看過しがたい過誤がなかったかどうか、すなわち裁量の超越濫用がなかったか否かが審査されるに過ぎない。」（黒川,2009）（同様な見解、黒川,2010）
2審について「ここに事業主体によってなされる環境影響評価の実効性を担保するにはどうすべきか、また、環境影響評価法32条の再実施はどういうときになされねばならないのかという重要な問題点が浮き彫りにされている。」（神山・山村,2011）
感想

アセスに不足や誤りがあっても、それが直接違法には結びつかない、というのが判例や通説のようだ。

標準的な手法を用いていると主張している割に、希少種保護への配慮不足等将来取り返しのつかない事態を起こしかねない事業を認可している。アセスに不備や予測にない事態があった場合、代償措置の実施のための計画変更等柔軟な対応や請求が可能な法制度であるべきだと思った。
法令

○地方自治法

第二条 　１４ 　地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。
第二百四十二条の二 　普通地方公共団体の住民は、前条第一項の規定による請求をした場合において、同条第四項の規定による監査委員の監査の結果若しくは勧告若しくは同条第九項の規定による普通地方公共団体の議会、長その他の執行機関若しくは職員の措置に不服があるとき、又は監査委員が同条第四項の規定による監査若しくは勧告を同条第五項の期間内に行わないとき、若しくは議会、長その他の執行機関若しくは職員が同条第九項の規定による措置を講じないときは、裁判所に対し、同条第一項の請求に係る違法な行為又は怠る事実につき、訴えをもつて次に掲げる請求をすることができる。
一 　当該執行機関又は職員に対する当該行為の全部又は一部の差止めの請求
二，三　略

四 　当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方に損害賠償又は不当利得返還の請求をすることを当該普通地方公共団体の執行機関又は職員に対して求める請求。ただし、当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方が第二百四十三条の二第三項の規定による賠償の命令の対象となる者である場合にあつては、当該賠償の命令をすることを求める請求
○地方財政法

第四条 　地方公共団体の経費は、その目的を達成するための必要且つ最少の限度をこえて、これを支出してはならない。 

○公有水面埋立法

4条1項　都道府県知事は埋立の免許の出願左の各号に適合すと認むる場合を除くの外埋立の免許を為すことを得ず 

一 　国土利用上適正且合理的なること 
二　略
三 　埋立地の用途が土地利用又は環境保全に関する国又は地方公共団体（港務局ヲ含ム）の法律に基く計画に違背せざること
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